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説明資料

特恵税率（一般特恵・EPA）
を活用するための原産地規則
～原産地規則の概要・初級者向け～



本日の説明事項

１．特恵税率と原産地規則

２．原産地基準（原産品とは）

３. 積送基準と手続的要件

４. その他
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1. 特恵税率と原産地規則
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・｢特恵税率｣とは、特定の国・地域の産品に対

して与えられる他の国よりも低い税率。

｢特恵税率｣

一般特恵税率

・開発途上国及び地域が適用対象

・ＥＰＡ相手国が適用対象

経済連携協定税率

（ＧＳＰ：Generalized System of Ｐreferences）

（ＥＰＡ： Economic Partnership Agreement）

・発効済みＥＰＡは15種類
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（１）特恵税率とは

特恵制度では、相手国を原産地とする貨物
（相手国の原産品）に対してのみ特恵待遇を与える。



特恵適用対象国

◎EPAとGSPの両方に税率の設定がある場合
原則：EPA税率が優先されGSP税率は適用不可
例外：GSP税率の方がEPA税率より低い場合（両方適用可能）

LDCの場合（税率に関係なく両方適用可能）
（関税暫定措置法施行令第25条第2項第6号、第7号）

シンガポール ブルネイ

フィリピン

マレーシア

ベトナム

カンボジア

ミャンマー

ラオス

メキシコ

チリ

インド

ペルー

インドネシア

スイスアセアン締約国
１０か国（含日本）

2国間、アセアン適用可能

2国間のみ適用
可能

LDC：アセアン、GSP
対象国

オーストラリア

GSP受益国及び地域
１４０

（日アセアン協定未発効）

タイ
2国間、アセアン、

GSP対象国

モンゴル
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税率比較 適用税率

ＧＳＰ＞ＥＰＡ ＥＰＡ

ＧＳＰ＜ＥＰＡ 選択可

ＧＳＰ＝ＥＰＡ ＥＰＡ
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日本は、2002年に発効した日シンガポールEPA以降、これまで15のEPAを発効

各国とのEPAの進捗状況

（注１）日韓ＥＰＡ、ＧＣＣ （＊）、日カナダ経
済連携協定：交渉延期中又は中断中

（＊）ＧＣＣ（湾岸協力理事会） ： アラブ首
長国連邦、オマーン、カタール、クウェート、
サウジアラビア、バーレーン（計 ６か国）

（注２）ＡＳＥＡＮとの日ＡＳＥＡＮ包括経済
連携協定は、物品貿易については署名・
発効済（インドネシアとの間では未発効）
であるが、投資・サービスについては、
2010年から交渉中。

（注３）ＲＣＥＰ（東アジア地域包括的経済
連携） ： ＡＳＥＡＮ加盟国（インドネシア、カ
ンボジア、シンガポール、タイ、フィリピン、
ブルネイ、ベトナム、マレーシア、ミャン
マー、ラオス）、日本、中国、韓国、豪州、
ニュージーランド、インド（計 16か国）

（注４）ＴＰＰ（環太平洋パートナーシッ
プ） ：シンガポール、ニュージーランド、チ
リ、ブルネイ、米国、豪州、ペルー、ベトナ
ム、マレーシア、カナダ、メキシコ、日本
（計12か国）

： 共同研究等

： 交渉

※発効又は署名済みＥＰＡ

シンガポール

メキシコ

マレーシア

チリ

タイ

インドネシア

ブルネイ

ＡＳＥＡＮ（物品貿易）

2002年11月発効 （2007年9月改定）

2005年 4月発効 （2012年4月改定）

2006年 7月発効

2007年 9月発効

2007年11月発効

2008年 7月発効

2008年 7月発効

2008年12月発効

フィリピン

スイス

ベトナム

インド

ペルー

豪州

モンゴル

ＴＰＰ（注４）

2008年12月発効

2009年 9月発効

2009年10月発効

2011年 8月発効

2012年 3月発効

2015年 1月発効

2016年 6月発効

2016年 2月署名（未発効）

これらEPA発効国・地域

との貿易については、

EPA税率の適用が可能

各国との交渉中EPAの進捗状況（2017.1時点）

※インドネシアは未発効
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韓国（注１）

ＧＣＣ（注１）

カナダ（注1）

ＡＳＥＡＮ（注２）
(投資・サービス)

コロンビア

日中韓

ＥＵ

ＲＣＥＰ（注３）
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日本

他の国

①輸入される産品に関して、特恵税率が設定されていること
（ＥＰＡ：協定の譲許表、一般特恵：暫定措置法別表）

相手国

②生産される産品が、｢原産品｣であると認
められること(＝特恵原産地規則上の
原産地基準を満たしていること)

※日本への運送の途上で｢原産品｣という資
格を失っていないこと(＝特恵原産地規則
上の積送基準を満たしていること)

③税関に対して、原産地基準及び積送基準の
両方を満たしていることを証明すること(＝
特恵原産地規則上の原産地証明書等及び
(必要に応じ)運送要件証明書を提出するこ
と)（手続的規定）

特恵税率適用のためには①②③の全てを満たす必要がある
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（２）特恵税率適用のための条件
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一般特恵（GSP) 経済連携協定（EPA）

輸入される産品に関し、特恵税率が設定されていること

税関ホームページ
http://www.customs.go.jp/



関税分類番号（ＨＳ番号）とは？

• 関税分類番号（ＨＳ番号）
– 関税分類番号（ＨＳ番号）～ＨＳ条約（商品の名称
及び分類についての統一システムに関する国際
条約）の品目表の番号

• 類（２桁）・・・（例）第26類

Chapter
• 項（４桁）・・・（例）第26.01項

tariff heading
• 号（６桁）・・・（例）第2601.11号

tariff subheading

9



10

原産地規則の構成要素の内容

原
産
地
規
則

原産地基準

積送基準

手続的規定

原産地規則の
構成要素

完全生産品

３種類の原産品

実質的変更基準を
満たす産品

原産材料のみから
生産される産品

（材料：非原産材料を使用）

（材料：原産材料のみ）

（材料：[自然]または
完全生産品のみ）

関税分類変更基準

加工工程基準

付加価値基準

品目別規則

実質的変更基準の例外

累積（EPAのみ）

僅少の非原産材料

原産地証明書等
事後確認手続等
運送要件証明書

通し船荷証券の写し

積替国の官公署が発給
した証明書

税関長が適当と認めるもの

EPAのみ。
GSPでは実質的変
更基準を満たす産
品に含まれる。

特恵税率が
設定されて
いること

自国関与（GSPのみ)

原産資格を与えるこ
ととならない作業


